


◆ 地方譲与税は、対前年度予算額の１億円、０．２％増の２７６億円

◆ 地方交付税は、対前年度予算額の３６億円、２．６％減の１，３５２億円

一方で臨時財政対策債は、対前年度予算額の３３億円、５．３％増の６５３億円

合計では、対前年度予算額の３億円、０．１％減の２，００５億円

◆ 県債は、対前年度予算額の１３１億円、９．７％減の１，２１５億円
なお、平成２４年度２月補正を合わせた１４ヶ月予算では、対前年度予算額の
２０億円、１．５％減の１，３２６億円

減額の要因は、地域経済活性化・雇用創出臨時交付金（地域の元気臨時交付金）
の８３億円の活用、退職手当債で２４億円の減など

◆ 基金繰入金は、対前年度予算額の１５２億円、６３．８％増の３９１億円
なお、平成２４年度２月補正を合わせた１４ヶ月予算では、対前年度予算額の
１５８億円、６６．３％増の３９７億円

増額の要因は、財政調整ための基金で１２８億円の増など

地方交付税は、対前年度３６億円、２．６％の減、
臨時財政対策債を加えると、対前年度３億円、０．１％の減

県債は、対前年度１３１億円、９．７％の減

地方譲与税は、対前年度１億円、０．２％の増

基金繰入金は、対前年度１５２億円、６３．８％の増



【歳出】

◆ 義務的経費は、対前年度予算額の３６億円、０．９％増の４，１７５億円

人件費は、国からの給与費削減要請の対応として、一部の予算計上を見送る
（７５億円）ことなどから対前年度予算額の７３億円、３．３％減の

２，１２６億円

社会保障関係経費は、対前年度予算額の４７億円、５．４％増の９２１億円

公債費は、対前年度予算額の６１億円、５．８％増の１，１２９億円

◆ 消費的経費は、対前年度予算額の１５億円、１．０％増の１，４８２億円

増額の要因は、財政調整基金積立金で３０億円（「地域の元気づくり事業費」相当額）
の増など。

◆ 投資的経費は、対前年度予算額の５億円、０．５％増の１，０９２億円
なお、平成２４年度２月補正を合わせた１４ヶ月予算では、対前年度予算額の
１９９億円、１８．３％増の１，２８６億円

公共事業については、農林水産部の直轄事業の繰上償還を除く実質ベースで、
対前年度予算額の５１億円、５．８％減の８３０億円
なお、１４ヶ月予算では、対前年度予算額の１４２億円、１６．１％増の
１，０２３億円

義務的経費は、対前年度３６億円、０．９％の増

投資的経費は、対前年度５億円、０．５％の増

消費的経費は、対前年度１５億円、１．０％の増


